
12218_千葉県勝浦市_r7_1_2 -(20250625)

r7物価_1_2 r7物価_1_2

                     - 
令和７年度既配分額

国のR7予備費分（推奨事業メニュー分）
交付限度額⑤

                                      62,545                     10,512 

                     -                                       78,885                     10,512 

                     -                                         1,780 

                     - 

              62,545 
今回配分予定額

国のR7予備費分（推奨事業メニュー分）
交付限度額⑤

              80,665                                       80,665 error

               6,017                                         5,857 

                     -                                           160 事業数 10 基金事業数 0 R6補正_推奨                  - 

最終事業NO 13 R6補正_低        112,730 

              62,545 
配分予定額計

国のR7予備費分（推奨事業メニュー分）
交付限度額⑤

前回から記載内容に
変更があった事業数 10 R7予備_推奨                  - 

              80,665 小計　配分予定額計
（R7予備費分）

　（うち"交付対象経費
のみの変更"を除いた変
更事業数）

10

               6,017                                         6,017 　（うち給付金事業数） 1

                     -                                               - 

            149,227                                               - 

                     -                                               - 

                                    149,227                            - 

            159,739 移替先

Ａ

Ｂ１ Ｂ３ Ｂ４

交付対象経費
国のR6補正予算分
（交付限度額①）

（推奨事業メニュー分）

国のR6補正予算分
（交付限度額②）

（令和６年度低所得世帯支
援枠等分）
給付費

国のR6補正予算分
（交付限度額③）

（令和６年度低所得世帯支
援枠等分）
事務費

国のR6補正予算分
（交付限度額④）

（給付支援サービス分）

国のR7予備費分
（交付限度額⑤）

（推奨事業メニュー分）

その他
（一般財源や補助対象

外経費等）

合計  242,340  201,021  71,762  112,730  6,017  -  10,512  41,319 

令和6年度住民税均等割非課税
世帯（3万円）

＋こども加算（2万円）
＋不足額給付

（令和６年度低所得世帯支援枠
等）

1 R6_補正 低所得 ○ ○ ○
勝浦市物価高騰対応臨時特
別給付金

Ⅱ．物価高の克服 ○ －  118,747  118,747  -  112,730  6,017  -  - 

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の
方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R6,R7の累計給付金額
令和６年度住民税均等割非課税世帯　1939世帯×30千円、子ども加
算　97人×20千円、定額減税を補足する給付（うち不足額給付）の対
象者　2930人　(52620千円）　　のうちR7計画分
事務費　6017千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務
委託料　使用料及び賃借料　人件費　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（1939世帯）、定額減税を補足す
る給付（うち不足額給付）の対象者数（2930人）

－ ○ － R7.2 R7.12 対象世帯に対して令和7年8月までに支
給を開始する

ホームページ、広報誌
対象分野に関連し
ない

R6補正（地）

（デジタル庁）
給付支援サービス

（R6補正）
2  -  - 

令和６年度低所得世帯支援枠等
関連の給付費

（家計急変への横出し等・R6補
正）

3  -  - 

事務費
（上乗せ・横出し）

4  -  - 

5 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
飼肥料用等価格高騰対策支
援事業

Ⅱ．物価高の克服 ○
⑥農林水産業
における物価
高騰対策支援

 4,237  4,237  4,237 

①価格の高騰が続く農業用肥料・畜産用飼料の購入費、動力光熱費
（農業用機械やﾋﾞﾆｰﾙﾊｳｽの加温などにかかった燃料費、電気代、ｶﾞ
ｽ代等）の一部を補助することで、営農意欲の向上と農業経営の安定
を図る。
②③消耗品費３千円、郵便料14千円
飼料等価格高騰対策支援補助金
【農業者】120経営体×31千円＝3,720千円
【畜産業者】1経営体×500千円＝500千円
④農業者・畜産業者

－ － － R7.4 R7.12 耕地面積の維持
878ha（Ｒ５）

広報誌・ＨＰ
農林水産・食品分
野

R7当初（地）

6 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
漁業用燃油価格高騰対策支
援事業

Ⅱ．物価高の克服 ○
⑥農林水産業
における物価
高騰対策支援

 5,874  5,874  5,874 

①燃油等の物価高騰により影響を受けた漁業者に対し、物価高騰相
当額の一部を補助し、事業者の経営の安定を図る。
②③消耗品費3千円、郵便料21千円
漁業用燃油価格高騰対策支援補助金
【軽油】500円×9,000回＝4,500千円
【ガソリン】300円×4,500回＝1,350千円
④漁業者

－ － － R7.4 R7.12 水揚回数の維持
16,538回（Ｒ５）

広報誌・ＨＰ
農林水産・食品分
野

R7当初（地）

7 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
水産加工施設等電気料金高
騰支援事業

Ⅱ．物価高の克服 ○
⑥農林水産業
における物価
高騰対策支援

 5,000  5,000  5,000 

①電気料金高騰により影響を受けた水産関連団体に対し、物価高騰
相当額の一部を補助し、事業者の経営の安定を図る。
②③水産加工施設等電気料金高騰対策支援補助金
【漁業協同組合】　2団体×1,000千円＝2,000千円
【水産関連団体】高圧受電契約団体　2団体×1,000千円＝2,000千円
低圧受電契約団体　20団体×50千円＝1,000千円
④市内漁業協同組合及び水産加工事業者

－ － － R7.4 R7.12 経営対数の維持
漁協２団体、鮮魚商２２団体

広報誌・ＨＰ
農林水産・食品分
野

R7当初（地）

8 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
介護サービス事業所物価高
騰対策支援事業

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑤医療・介護・
保育施設、学
校施設、公衆
浴場等に対す
る物価高騰対
策支援

 7,702  7,702  7,702 

①エネルギー・食料品価格の高騰による市内介護サービス事業所
の、経営への影響を緩和することを目的とする。
②③介護サービス事業所物価高騰対策支援給付金
■訪問系事業所　20千円×4事業所＝80千円
■居宅介護支援事業所　20千円×5事業所＝100千円
■通所系介護事業所　210千円×7事業所＝1,470千円
■入所系介護事業所　17千円×356名（施設定員）＝6,052千円
④介護サービス事業所

－ － － R7.4 R7.12 介護サービス事業所の維持：23事業所 広報誌・ＨＰ
介護サービス事業
所・施設等

R7当初（地）

9 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○ プレミアム付商品券事業 Ⅱ．物価高の克服 ○
③消費下支え
等を通じた生
活者支援

 27,298  27,298  27,298 

①エネルギー・食料品等の物価高騰の影響を緩和するとともに消費
を喚起、生活支援をするため、プレミアム付商品券（プレミアム率
20％）を発行する。
②③業務委託料26,951千円
（プレミアム分経費20,000千円・取扱事務費6,951千円）
人件費（時間外勤務手当）347千円
④市民等

－ － － R7.4 R8.3 商品券換金率98％ 広報誌・ＨＰ
対象分野に関連し
ない

R7当初（地）

10 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 観光誘客促進事業 Ⅱ．物価高の克服 ○

⑧地域公共交
通・物流や地
域観光業等に
対する支援

 15,604  15,604  15,604 

①観光客に対し市内での宿泊・飲食・土産購入等に利用できるクーポ
ン券を贈呈することで、観光誘客を促進し、もって物価高騰の影響を
受ける観光事業者の支援及び地域経済の活性化を図ることを目的と
する。
②③業務委託料15,304千円
（クーポン換金費用　客室数671部屋×20千円＝13,420千円・事務費
等1,884千円）
人件費（時間外勤務手当300千円）
④観光客

－ － － R7.4 R8.3
クーポン配布事業者数：３０施設（宿泊施
設）
クーポン使用率８０％

広報誌・ＨＰ
対象分野に関連し
ない

R7当初（地）

11 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
学校給食費運営事業（物価
高騰対策）

Ⅱ．物価高の克服 ○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う子育て世
帯支援

 33,978  6,047  6,047  27,931 

①小中学校給食における、児童・生徒（準要保護児童生徒を除く。）の
給食費保護者負担金を全額補助（無償化）することで、食料費などの
物価高騰に苦しむ保護者の経済的負担の軽減を図る。
②③小学校児童分：21,728千円（349人分）・中学生生徒分：13,498千
円（202人分）
合計35,226千円－千葉県補助金1,248千円＝33,978千円
※教職員を除く
④市内小中学校児童生徒

－ － － R7.4 R8.3 R7.4.1現在の児童・生徒数（635人）の維
持・増加

広報誌・ＨＰ
対象分野に関連し
ない

R7当初（地）

12 R7_予備 推奨事業 ○ ○ ○ ワクチン接種助成事業 米国関税措置 ○
③消費下支え
等を通じた生
活者支援

 22,636  9,248  9,248  13,388 

①物価高騰の影響を受ける高齢者に対し、各種ワクチン接種に関す
る助成を実施し、経済的負担の軽減を図る。
②③【接種委託料または償還払い】22,636千円
・高齢者肺炎球菌ワクチン：100人×2,000円＝200千円
　　　　 生活保護上乗せ分：3人×8,000円＝24千円
・高齢者インフルエンザ：4,500人×2,000円＝9,000千円
　　　生活保護上乗せ分：70人×4,000円＝280千円
・新型コロナワクチン：3,000人×3,000円＝9,000千円
・帯状疱疹ワクチン（委託料）：11人×4,000円＝44千円
　　　　　　　　　　　100人×2回×10,000円＝2,000千円
　　　　　生活保護上乗せ分：2人×2回×22,000円＝88千円
・帯状疱疹ワクチン（償還払い）：100人×2回×10,000円＝2,000千円
④高齢者(※帯状疱疹ワクチンは50歳以上）

－ ○ － R7.4 R8.3 対象者に対する助成率：100％ 広報誌・HP
対象分野に関連し
ない

R7当初（地）

13 R7_予備 推奨事業 ○ ○ ○
小児インフルエンザワクチン
接種助成事業

米国関税措置 ○
③消費下支え
等を通じた生
活者支援

 1,264  1,264  1,264 

①物価高騰の影響を受ける子育て世帯に対し、小児インフルエンザ
ワクチン接種に対する助成を実施し、経済的負担の軽減を図る。
②③【接種委託料または償還払い】1,264千円
・生後6ヶ月から13歳未満まで
　279人×2,000円×2回＝1,116,000円
・13歳から中学校3年生まで
74人×2,000円×1＝148,000円
④生後6ヶ月から中学校3年生までの者の保護者

－ ○ － R7.4 R8.3 対象者に対する助成率：100％ 広報誌・HP
対象分野に関連し
ない

R7当初（地）

令和７年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画
（単位：千円）

都道府県区分 【12_千葉県】 電話番号 ０４７０－７３－６６５４
令和７年度既配分額

国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）
交付限度額①

                            - 国のR6補正分（推奨事業メニュー分）
交付限度額①　（令和6年度本省繰越分）

国のR7予備費分（推奨事業メニュー分）
交付限度額⑤　（令和7年●月●日通知分）

地方公共団体名（コード有り） 12218_千葉県勝浦市 メールアドレス seisaku-k@city.katsuura.lg.jp
令和７年度既配分額

国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②　（令和6年度本省繰越分）

小計　交付限度額（R7予備費分）

都道府県・市町村コード（５桁） 12218
令和７年度既配分額

国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②　（今回追加分）

担当部局課名 企画課
国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）　交付限度額①

にかかる交付対象経費                                                 71,762 
令和７年度既配分額

国のR6補正予算分（給付支援サービス分）
交付限度額④

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②　（令和●年●月通知分）

担当者氏名
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

給付費　交付限度額②にかかる交付対象経費                                                112,730 国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②　（令和●年●月通知分）

国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③にかかる交付対象経費                                                   6,017 

今回配分予定額
国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①
                    10,512 国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

給付費　交付限度額②　（令和●年●月通知分）

国のR6補正予算分（給付支援サービス分）　交付限度額④
にかかる交付対象経費                                                         - 

今回配分予定額
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

給付費　交付限度額②
小計　交付限度額②

交付対象経費(地方単独事業費)
（R7予備費分）

国のR7予備費分（推奨事業メニュー分）　交付限度額⑤
にかかる交付対象経費                                                 10,512 

今回配分予定額
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

事務費　交付限度額③

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③　（令和6年度本省繰越分）

交付対象経費(地方単独事業費)
（その他）

令和７年３月17日事務連絡に基づく追加分
にかかる交付対象経費                                                         - 

今回配分予定額
国のR6補正予算分（給付支援サービス分）

交付限度額④

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③　（今回追加分）

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③　（令和●年●月通知分）

配分予定額計
国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①
                    10,512 国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

事務費　交付限度額③　（令和●年●月通知分）

配分予定額計
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

給付費　交付限度額②
                    10,512 国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

事務費　交付限度額③　（令和●年●月通知分）

配分予定額計
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

事務費　交付限度額③
小計　交付限度額③

配分予定額計
国のR6補正予算分（給付支援サービス分）

交付限度額④

国のR6補正分（給付支援サービス分）
交付限度額④　（令和６年度本省繰越分）

小計　配分予定額計
（R6経済対策分）

国のR6補正分（給付支援サービス分）
交付限度額④　（今回追加分）

国のR6補正分（給付支援サービス分）
交付限度額④　（令和●年●月通知分）

今回配分予定額（配分予定額計）
令和７年３月17日事務連絡に基づく追加分

※事務連絡は該当団体のみに通知
小計　交付限度額④

小計　交付限度額（R6経済対策分）
令和７年３月17日事務連絡に基づく追加分

交付限度額

配分予定額計 総務省 交付限度額計                                                                                                   159,739 
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事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

特定事業者等
支援

個人を対象と
した給付金等

基金
事業
始期
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成果目標（可能な限り定量的指標を設
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ど）
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総事業費
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